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は じ め に
社会福祉は今変わ りつつあるといわれる。「福祉」 や 「社会福祉」 という言
葉は高齢化社会やゆたかな社会などという言葉とあいまってマスコミ等をにぎ
わせている。そして最近ではシルバー産業やシルバーサービス,民間の保険に











社会福祉 において公私論 は古 くからの重要な論点の一っであった。そして現
在 日本では今までにない形で公私論が論 じられている。それは一連の福祉改革


















福祉事業 のニー ドへの対応(民間の効率の評価及び新 しい非貨幣ニードへの対応策
としての,第三及び第四社会福祉サービス供給体制の出現に関する論議),⑦社会福祉














「施設」 をベースとして展開された時期,② 「公私格差是正」 と 「公私概念の
整理」をめぐって展開された時期,③ 在宅福祉における公私役割分担が提示さ
れるようにな り,民間性 をいかに考えるか,と いう時期であると区分 してい
る2)。それはいずれ もその時期の社会背景や社会福祉の論議 と深 く関わる問題
である。現代的な視点でいえば,公私論は公私の関係そのものだけではなく一
連の社会福祉改革と深 く関わ り,在宅福祉,地域福祉の論調 とも関わっている
中でいわば全 く新 しい論議が行われている。また,日本だけでなく世界的潮流
であった一連の福祉国家改革,す なわち新保守主義の台頭 と深 く関わっている
問題で もある。いわば,福祉改革論の"も うし子"と して生み出されてきた現
代の公私論は 「最低基準や ミニマムの理論化やその設定作業が固まる時を迎え
得ないままに」3)登場 してきている。







か。 ここでは特に前述の時期区分での②か ら③,す なわち 「1960年代末から



































に して供給するかというサービス論の中に公私の関係 は取 り込まれた形になっ
ている。
すなわち,社会福祉サービスの供給の中での公私の役割をいかに設定 し,そ














福祉改革 と公私論の関連 にっいては,例 えば昭和60年に出された 「老人福
祉のあり方について(建議)」6)では 「公的部門の役割」 「インフォーマル部門










三浦氏 は 「社会福祉における公私の役割(機能)分担の論議は,古 くて新 し
い問題である。」8)といい,最 近改あて公私論が再検討されてきている背景を





りを持っているようである。」 とし,政策ニー ドが 「貨幣的ニード」 か ら 「非
貨幣的ニー ド」へ変化してきているので,そ れに対応する社会福祉のあり方を
追求するため。第3に 「社会福祉のあり方が,従 来の救貧的 ・防貧的な対策か
らより広い意味での人々の自立 ・社会参加を求める方向に転換 しっっあるとい
うことに関連 している。」 とし,こ のことに伴 って,応 能負担やサービスの購
入が拡大するため。最後に 「最近の経済不況とこれに関連 して深刻となった財




背景で現代の公私論の視点は抽象的には,サ ービス供給体制の問題 と 「家族
(個人)一地域一行政の間の関係をめぐるもの」,すなわち 「それは社会構造の
仕組みか ら発する社会的ニー ドの文脈におけるそれ」の公私関係があり,そ し
て両者が どのような関連にたっているかが問題である10)。さらにまた政策の
運営に深 く関わるサービス供給体制の公私関係の中での公私問題は 「一つは,





公ないし私を各々別個の主体 と考え,各 々のシステムが他者に対 してどのよう
な影響を及ぼ してきたか というように考えるやり方」がある11)という指摘が
ある。現代の公私論の視点からいえば,特 に問題 とされているのはサービス供
給の中で公私が各々別個に考え られ,そ れぞれがいかに独立 し関係 しているか,
が問題になる。 このことは,先 の公私論の変化の背景の引用をした三浦氏の理
論をみるときいっそう明 らかになる。
3.現 代 の 公 私 論
三浦氏は公私の機能(役 割)分 担を社会福祉サービスの選択と運営 にあたっ
ての必要な原則である12)といい,公 私の分担にっいて以下のように述べてい
る。
まずサービス供給(ニ ード充足)に おいて公私の関わりは 「ニード充足を誰
が担当するか(遂行上の役割二performance)というこ ,ニ ー ド充足に必要な
資源の調達を誰が行 うか(資源調達の責任一responsibility)ということの区別で




② 公私いずれの責任が明定化 しえないが,公 的に資源調達を図る方がよい
と認あられるもの












的福祉供給 システムに大別され,さ らに公共型福祉供給 システムには国あるい
は地方公共団体等による福祉供給組織(行政型福祉供給組織)と認可団体 による
福祉供給組織に分けることができる。 これに対 して非公共的福祉供給 システム
として,市 場メカニズムにもとつ く市場型福祉供給組織と住民の参加による参
加型福祉供給組織にわけることができる。」 として,こ れを図示 したのが図2
である14)。
またこのようなサービス供給の判断基準 として 「ニー ドおよびサービスを市
場的 ・非市場的に分類 し,他方で正常な家族で充足可能なニードと,充足が困
難なニー ドを区分 し,これに基づいて社会福祉の運営における公私の機能分担
を判断することが可能であろう」 といい,こ のような第1次 的な判断に加えて,
次の5つ の判断が加味されても良いという。第1は,そ のニー ドが義務的かそ
れとも任意的かという判断基準。第2は 基礎的ニー ドと追加的ニー ドの判断基
準。第3は,そ のニー ドの充足をはかることが強制的か否か。第4は,補 償的
ニー ドか否か。 ここでいう補償的ニー ドとは,ニー ドの原因が公的責任 とされ
るか,あ るいは原因者が特定化できず,そ の補償の一端を社会的に果たす こと
が求め られているニー ド。 第5に,そ のニー ドが普遍的である場合15)。この
ような5っ の基準がさらに与え られている。
このように公私論の枠組みの特にサービス供給の論議はここに典型的に現さ
れているように 「ニー ド」の内容の分析を行い,そ の 「ニー ド」の内容に応 じ
て公私それぞれのニー ド対策の役割を もった供給組織がいかなる形で行 うかと
いう枠組みで,そ の論議は 「ニー ドの質が公私どちらに適合するものなのか」
が公私論の主要な視点 となっている。その供給組織の問題 としては責任の所在
よりも公私それぞれの供給体制の性格や効率性が重視される形になっている。






これ までの現代 の公私論 を変化 をみて くる中で,そ の典型的な変化の中に公
私論での民間の概念 の変化(拡 大)が み られ る。 そ してそ れは特 に,こ れまで
取 り上 げて きた理論 の中で は,民 間へ の新 しい 「役 割」の付与であ るとみ るこ
ともで きるだ ろう。 そ こで現代 の公私論 の問題点を指摘 して い く前 に,公 私 の
概念,特 に 「私」 の部分 の概念 の検討 を少 ししてお きたい。
従来 より公私 の問題 が述 べ られ るときの主要な問題の一っ には公 と私,そ れ
ぞれの概 念の明確化 とい う問題 があ った。 ここで ははっきりと公私の概念 を定
義す るので はな く公私関係 の中で どのよ うに整理 されてい るかを見てい くこと
にす る。
最近 の 日本 の論調 の中で公私概念 にっ いて触れ られ るときよ く参考 として挙
げ られ て い るの が イ ギ リス の例 で あ る。 イギ リスの論 調 で は公 私 問題 は
formalの部門 とinformalの部門 の役割をめ ぐる論議 のよ うである。特 にウル
フ ェ ンデ ン報 告 の 中 で 述 べ られ て い る よ うに サ ー ビス供 給 シ ス テ ム を
statutory,voluntary,private,informalの部 門 に分 けて把握す ることは日
本 のイ ンフォーマル部門尊重 の論調 に大 き く影響 を与えてい るともいわれてい
る17)。
公私関係論 を考 える ときに公一私 ということをは っきりと 「公的」 に対す る
「私的」,も しくはやや漠然 と 「公的」 に対 して 「公 的でない もの」 と抽象的 に
は規定 で きる。上記 のイギ リスの論調で は 「公的」 な もの はstatutoryであ り,
それ以外 の もの,す なわち 「私 的」 な もの,「 公 的でない もの」,はvolun-
tary,private,informalにあたると解釈で きよ う。 また別 の論議で は 「私 的」
な ものに当たる民間や イ ンフォーマルの部門には基本 的に民 間企業 による営利




な論議をすれば,「私的」なものと 「公的でないもの」 は区別 されるというこ
とである。




























































なものが考 えられる。例えば,公 的サービスが義務的で,私 的サービスが選択
的であるとするならば,義務的な公的サービスはその質は当然低いものとなり,






































1)秋 山智久 「公私分担の視点 と新 しい課題」(『地域福祉教室』 阿部志郎ほか編
有斐閣選書1984)102ページ。









7)昭 和61年度版 『厚生白書』36～37ペー ジ。






















の営利企業によるサービスは省 くべきだということに関 しても検討 しなければな
らないがこれはまた別の機会にゆずることにする。
20)高島,前 掲。
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